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○萩市土づくり対策事業補助金交付要綱

平成17年３月６日
改正　平成30年４月１日
改正　令和２年４月１日
改正　令和３年４月１日
（趣旨）

第１条　この要綱は、土づくりによる健全な農作物生産を図るため、別に定める市内の肥料製造販売登録業者から堆肥を購入した者に対して、堆肥購入費の一部について補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（補助の対象等）

第２条　市長は、毎年度予算の範囲内で事業に要する経費の一部を補助する。

２　前項の規定による補助の対象となる対象者及び補助率は、別表に定めるとおりとし、補助金の交付を受けることができる者は、市税等の滞納がないものとする。
（補助金の交付申請）

第３条　前条の規定による補助金（以下「補助金」という。）の交付申請をしようとする者は、堆肥を購入したその年の４月１日から翌年の３月31日までに、別に定める書類を添えて土づくり対策事業補助金交付申請書（別記第１号様式。以下「交付申請書」という。）及び市税等納付確認同意書（別記第２号様式）を市長に提出し、補助金の交付申請を行うものとする。

２　前項の申請は、堆肥を購入した農業団体等の代表者をもって申請することができる。
３　前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と該当金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りではない。
（補助金の交付決定）
第４条　市長は、前条の交付申請書を受理したときは、交付の適否及びその額を決定する。

２　市長は、前項により補助金を交付すべきものと決定したときは、必要な条件を付して土づくり対策事業補助金交付決定通知書（別記第３号様式。以下「決定通知書」という。）により、申請者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第５条　前条の決定通知書を受けた申請者は、代表者をもって補助金の請求を行うものとする。

２　前項の規定にかかわらず、市長が特別な事由があると認めるときは、申請者は自ら補助金の請求をすることができる。

３　前２項に規定する請求は、土づくり対策事業補助金交付請求書（別記第４号様式）により行うものとする。

（補助金の支払）

第６条　市長は、前条の規定により請求書を受理したときは、その日から起算して40日以内又は翌年の３月末日までのいずれか早い期日までに補助金を支払うものとする。

（補助金の交付決定の取消し）

第７条　市長は、申請者が提出書類に虚偽の事項を記載し、又は添付書類の不正により受給資格を偽っていたことが判明したときは、補助金の交付決定を取り消すものとする。

２　市長は、前項の取消しをしたときは、その旨を申請者及び販売業者に通知するものとする。

（補助金の返還）

第８条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。
２　第３条第３項のただし書により補助金の交付申請を行った申請者は、当該補助事業の仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったとき、その金額を別記第５号様式により速やかに報告し、市長の命令を受けこれを返還しなければならない。

（加算金及び遅延利息）

第９条　交付資格者は、前条の規定により補助金の返還を命じられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、市が計算した加算金を市に納付しなければならない。

２　交付資格者は、補助金の返還が命じられ、これを納付期限までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、市が計算した遅延利息を市に納付しなければならない。

（報告、調査及び指示）

第10条　市長は、補助金の交付について必要があると認めるときは、申請者に対し報告を求め、堆肥購入に係る必要な物件を調査し、又は必要な事項を指示することができる。

（財産処分の制限）

第11条　申請者は、堆肥を市長の承認を得ないで、他人に譲渡し、又は貸付けを行ってはならない。

（その他）

第12条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、市長が定める。

附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成17年３月６日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の日前に、合併前の旭村堆肥購入費助成金交付要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則

　この要綱は、平成26年10月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度に係る事業から適用する。
附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度に係る事業から適用する。
別表（第２条関係）

	補 助 対 象 者
	補　　助　　率

	○市内在住の農業団体

（農業団体とは、集落営農組織、農業生産法人、農業協同組合生産部会、中山間地域等直接支払集落協定等をいう。）

○認定農業者

○エコファーマー


	購入費の１／３以内

（ただし運搬費を含む）


別記

第１号様式（第３条関係）

土づくり対策事業補助金交付申請書堆肥購入費補助金交付申請書
年　　月　　日　　

　　　萩市長　あて　　

　　　　　　　　申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　

団体名

　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　印　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者名　　　　　　　　電話　　　　　　　　）
萩市土づくり対策事業補助金交付要綱第３条の規定に基づき、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記
１　消費税課税事業者の該当確認　　該当する　・　該当しない
※交付決定後に、消費税課税事業者となった場合は、第５号様式により報告する。
　２　申請内容

	受益者氏名
	購入金額
	補助金額
	堆肥数量
	対象作物

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


	
	申請総額　　　　　　　　　　円
	


※添付資料　領収書またはそれに替わる証拠書類
第２号様式（第３条関係）
　　　　　　　　　　　　市税等納付確認同意書
（萩市土づくり対策事業補助金用）

　　年　　月　　日

萩市長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、
名称及び
代表者氏名　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　）
　私は、私の市税等の収納状況を農政課に対して開示することについて同意します。

第３号様式（第４条関係）
　　指令第　　　号　　

土づくり対策事業補助金交付決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった萩市土づくり対策事業補助金については、下記のとおり決定したので通知します。

記

	補助金交付対象者
	団体名
	

	
	氏　　名
	　　



	補助金交付金総額
	円　　


　　　　　　　　
年　　月　　日

萩市長　　　　　　　　印印　　
第４号様式（第５条関係）

土づくり対策事業補助金交付請求書堆肥購入費補助金請求書
年　　月　　日　　

　　　萩市長　あて

　　

申請者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏　名印
（担当者名　　　　　　　　電話　　　　　　　　）
萩市土づくり対策事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

	請　求　金　額
	金　　　　　　　　　　      円


	金 融 機 関 名
	

	預　金　種　別
	１　普　　通
	２　当　　座
	３　別　　段

	口　座　番　号
	№　　　　　
	
	

	口 座 名 義 人
	


第５号様式（第８条第２項関係）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　萩市長　　　　　あて
                                （農業者団体等にあっては）
                                    所在地
                                    団体名
                                    代表者氏名
        　　　　　　　　年度仕入れに係る消費税等相当額報告書
　　年　　月　　日付け指令　　　第　　号により交付決定の通知のありました土づくり対策事業補助金について、萩市土づくり対策事業補助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　円
　　（　　　　年　月　日付け　　　第　　号による額の確定通知額）
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額  金　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る
　　消費税等相当額                                      金　　　　　円
４　補助金返還相当額（３－２）                          金　　　　　円
（注）参考となる資料を添付すること。
